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(57)【要約】
【課題】　本発明の目的は、薄型で、且つ、高いコント
ラスト比を示す偏光板を提供することである。
【解決手段】偏光子と、該偏光子の一方の側に配置され
た第１の保護層と、該偏光子の他方の側に配置された第
２の保護層とを備え、該第１の保護層が、入射する光を
直交する２つの偏光成分に分離し、一方の偏光成分を透
過させ、他方の偏光成分を反射させる機能を有する、偏
光板を用いる。このような偏光板は、例えば、液晶表示
装置に用いた場合、高いコントラスト比を得ることがで
きる。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　偏光子と、該偏光子の一方の側に配置された第１の保護層と、該偏光子の他方の側に配
置された第２の保護層とを備え、
　該第１の保護層が、入射する光を直交する２つの偏光成分に分離し、一方の偏光成分を
透過させ、他方の偏光成分を反射させる機能を有する、偏光板。
【請求項２】
　前記偏光子の透過軸方向と、前記第１の保護層の透過軸方向とが、実質的に平行である
、請求項１に記載の偏光板。
【請求項３】
　前記偏光子が、二色性色素を含有するポリビニルアルコール系樹脂の延伸フィルムであ
る、請求項１又は２に記載の偏光板。
【請求項４】
　前記偏光子が、配向させたリオトロピック液晶の固化層又は硬化層である、請求項１又
は２のいずれかに記載の偏光板。
【請求項５】
　前記リオトロピック液晶が、アゾ系色素、アントラキノン系色素、ペリレン系色素、イ
ンダンスロン系色素、イミダゾール系色素、又はそれらの混合物を含む、請求項４に記載
の偏光板。
【請求項６】
　前記第１の保護層が、熱可塑性樹脂層（Ａ）と熱可塑性樹脂層（Ｂ）とを含む積層体で
ある、請求項１から５のいずれかに記載の偏光板。
【請求項７】
　前記第１の保護層が、熱可塑性樹脂層（Ａ）と熱可塑性樹脂層（Ｂ）とが、交互に配置
されたものである、請求項１から６のいずれかに記載の偏光板。
【請求項８】
　前記熱可塑性樹脂（Ａ）層が、実質的に異方性を示し、前記熱可塑性樹脂（Ｂ）層が、
実質的に等方性を示す、請求項６又は７に記載の偏光板。
【請求項９】
　前記熱可塑性樹脂（Ａ）層の波長５９０ｎｍにおける面内の複屈折率（Δｎxy［５９０
］）が、０．０５以上である、請求項６から８のいずれかに記載の偏光板。
【請求項１０】
　前記熱可塑性樹脂層（Ａ）の進相軸方向の屈折率（ｎｙA）と、前記熱可塑性樹脂層（
Ｂ）の進相軸方向の屈折率（ｎｙB）とが、実質的に同一である、請求項６から９のいず
れかに記載の偏光板。
【請求項１１】
　前記熱可塑性樹脂層（Ａ）が、ポリエチレンテレフタレート系樹脂、ポリトリメチレン
テレフタレート系樹脂、ポリブチレンテレフタレート系樹脂、ポリエチレンナフタレート
系樹脂、ポリブチレンナフタレート系樹脂、又はこれらの混合物を含む、請求項６から１
０のいずれかに記載の偏光板。
【請求項１２】
　前記熱可塑性樹脂層（Ｂ）が、ポリスチレン系樹脂、ポリメチルメタクリレート系樹脂
、ポリスチレングリシジルメタクリレート系樹脂、又はこれらの混合物を含む、請求項６
から１１のいずれかに記載の偏光板。
【請求項１３】
　前記第２の保護層の波長５９０ｎｍにおける面内の位相差値（Ｒｅ［５９０］）が、１
０ｎｍ～４００ｎｍである、請求項１から１２のいずれかに記載の偏光板。
【請求項１４】
　前記第２の保護層の波長５９０ｎｍにおける厚み方向の位相差値（Ｒｔｈ［５９０］）
が、１０ｎｍ～８００ｎｍである、請求項１から１３のいずれかに記載の偏光板。
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【請求項１５】
　前記第２の保護層が、セルロース系樹脂、ノルボルネン系樹脂、ポリイミド系樹脂、ポ
リエステル系樹脂、及びアクリル系樹脂からなる群から選択される、少なくとも１種の樹
脂を含有する、請求項１から１４のいずれかに記載の偏光板。
【請求項１６】
　前記第２の保護層の、前記偏光子を備える側とは反対側に、接着層をさらに備える、請
求項１から１５のいずれかに記載の偏光板。
【請求項１７】
　前記第２の保護層の、前記偏光子を備える側とは反対側に、位相差層をさらに備える、
請求項１６に記載の偏光板。
【請求項１８】
　前記位相差層が、液晶セルを光学的に補償する機能を有する、請求項１７に記載の偏光
板。
【請求項１９】
　請求項１から１８のいずれかに記載の偏光板を含む、液晶表示装置。

                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、入射する光を直交する２つの偏光成分に分離し、一方の偏光成分を透過させ
、他方の偏光成分を反射させる機能を有する保護層を含む、偏光板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置（以下、ＬＣＤ）は、液晶分子の電気光学特性を利用して、文字や画像を
表示する素子であり、液晶分子の電気光学特性を利用して、文字や画像を表示する素子で
あり、携帯電話やノートパソコン、液晶テレビ等に広く普及している。ＬＣＤは、通常、
液晶セルの両側に偏光板が配置された液晶パネルが用いられており、例えば、ノーマリー
ブラック方式では、電圧無印加時に黒画像を表示することができる（例えば、特許文献１
参照）。近年、ＬＣＤは、高精細化が進み、用途が多岐にわたるにつれて、薄型で、且つ
、文字や画像をより鮮明に描くことのできる、高いコントラスト比を示す偏光板が求めら
れている。
【特許文献１】特開平９－２６９５０４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明の目的は、薄型で、且つ、高いコントラスト比を示す偏光板を提供することであ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明者らは、鋭意検討した結果、以下に示す偏光板により上記目的を達成できること
を見出し、本発明を完成するに至った。
【０００５】
　すなわち、本発明の偏光板は、偏光子と、該偏光子の一方の側に配置された第１の保護
層と、該偏光子の他方の側に配置された第２の保護層とを備え、該第１の保護層が、入射
する光を直交する２つの偏光成分に分離し、一方の偏光成分を透過させ、他方の偏光成分
を反射させる機能を有する。
【０００６】
　好ましい実施形態においては、上記偏光子の透過軸方向と、前記第１の保護層の透過軸
方向とは、実質的に平行である。
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【０００７】
　好ましい実施形態においては、上記偏光子が、二色性色素を含有するポリビニルアルコ
ール系樹脂の延伸フィルムである。
【０００８】
　好ましい実施形態においては、上記偏光子が、配向させたリオトロピック液晶の固化層
又は硬化層である。
【０００９】
　好ましい実施形態においては、上記リオトロピック液晶が、アゾ系色素、アントラキノ
ン系色素、ペリレン系色素、インダンスロン系色素、イミダゾール系色素、又はそれらの
混合物を含む。
【００１０】
　好ましい実施形態においては、上記第１の保護層が、熱可塑性樹脂層（Ａ）と熱可塑性
樹脂層（Ｂ）とを含む積層体である。
【００１１】
　好ましい実施形態においては、上記第１の保護層が、熱可塑性樹脂層（Ａ）と熱可塑性
樹脂層（Ｂ）とが、交互に配置されたものである。
【００１２】
　好ましい実施形態においては、上記熱可塑性樹脂（Ａ）層が、実質的に異方性を示し、
前記熱可塑性樹脂（Ｂ）層が、実質的に等方性を示す。
【００１３】
　好ましい実施形態においては、上記熱可塑性樹脂（Ａ）層の波長５９０ｎｍにおける面
内の複屈折率（Δｎxy［５９０］）が、０．０５以上である。
【００１４】
　好ましい実施形態においては、上記熱可塑性樹脂層（Ａ）の進相軸方向の屈折率（ｎｙ

A）と、上記熱可塑性樹脂層（Ｂ）の進相軸方向の屈折率（ｎｙB）とが、実質的に同一で
ある。
【００１５】
　好ましい実施形態においては、上記熱可塑性樹脂層（Ａ）が、ポリエチレンテレフタレ
ート系樹脂、ポリトリメチレンテレフタレート系樹脂、ポリブチレンテレフタレート系樹
脂、ポリエチレンナフタレート系樹脂、ポリブチレンナフタレート系樹脂、又はこれらの
混合物を含む。
【００１６】
　好ましい実施形態においては、上記熱可塑性樹脂層（Ｂ）が、ポリスチレン系樹脂、ポ
リメチルメタクリレート系樹脂、ポリスチレングリシジルメタクリレート系樹脂、又はこ
れらの混合物を含む。
【００１７】
　好ましい実施形態においては、上記第２の保護層の波長５９０ｎｍにおける面内の位相
差値（Ｒｅ［５９０］）が、１０ｎｍ～４００ｎｍである。
【００１８】
　好ましい実施形態においては、上記第２の保護層の波長５９０ｎｍにおける厚み方向の
位相差値（Ｒｔｈ［５９０］）が、１０ｎｍ～８００ｎｍである。
【００１９】
　好ましい実施形態においては、上記第２の保護層が、セルロース系樹脂、ノルボルネン
系樹脂、ポリイミド系樹脂、ポリエステル系樹脂、及びアクリル系樹脂からなる群から選
択される、少なくとも１種の樹脂を含有する。
【００２０】
　好ましい実施形態においては、上記偏光板は、上記第２の保護層の、上記偏光子を備え
る側とは反対側に、接着層をさらに備える。
【００２１】
　好ましい実施形態においては、上記偏光板は、上記第２の保護層の、上記偏光子を備え
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る側とは反対側に、位相差層をさらに備える。
【００２２】
　好ましい実施形態においては、上記位相差層が、液晶セルを光学的に補償する機能を有
する。
【００２３】
　本発明の別の局面によれば、液晶表示装置が提供される。この液晶表示装置は、請求項
１から１８のいずれかに記載の偏光板を含む。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明の偏光板は、第２の保護層が、入射する光を直交する２つの偏光成分に分離し、
一方の偏光成分を透過させ、他方の偏光成分を、反射させる機能を有することによって、
従来の偏光板よりも、薄型であり、且つ、液晶表示装置に用いた場合、格段に高いコント
ラスト比を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
＜用語及び記号の定義＞
　本明細書における用語及び記号の定義は下記の通りである。
（１）偏光板の透過率
　透過率（Ｔ）は、ＪｌＳ　Ｚ　８７０１－１９９５の２度視野に基づく、三刺激値のＹ
値である。
（２）屈折率（ｎｘ、ｎｙ、ｎｚ）：
「ｎｘ」は面内の屈折率が最大となる方向（すなわち、遅相軸方向）の屈折率であり、「
ｎｙ」は面内で遅相軸と直交する方向（すなわち、進相軸方向）の屈折率であり、「ｎｚ
」は厚み方向の屈折率である。
（３）面内の位相差値：
　面内の位相差値（Ｒｅ［λ］）は、２３℃で波長λ（ｎｍ）における面内の位相差値を
いう。Ｒｅ［λ］は、サンプルの厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、Ｒｅ［λ］＝（ｎｘ－ｎ
ｙ）×ｄによって求められる。
（４）厚み方向の位相差値：
　厚み方向の位相差値（Ｒｔｈ［λ］）は、２３℃で波長λ（ｎｍ）における厚み方向の
位相差値をいう。Ｒｔｈ［λ］は、サンプルの厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、Ｒｔｈ［λ
］＝（ｎｘ－ｎｚ）×ｄによって求められる。
（５）厚み方向の複屈折率：
　厚み方向の複屈折率（Δｎxz［λ］）は、式；Ｒｔｈ［λ］／ｄにより算出される値で
ある。ここで、Ｒｔｈ［λ］は、２３℃で波長λ（ｎｍ）における厚み方向の位相差値を
表し、ｄはフィルムの厚み（ｎｍ）を表す。
（６）Ｎｚ係数：
　Ｎｚ係数は、式；Ｒｔｈ［５９０］／Ｒｅ［５９０］により算出される値である。
（７）本明細書において、「ｎｘ＝ｎｙ」又は「ｎｙ＝ｎｚ」と記載するときは、これら
が完全に同一である場合だけでなく、実質的に同一である場合を包含する。したがって、
例えば、ｎｘ＝ｎｙと記載する場合は、Ｒｅ［５９０］が１０ｎｍ未満である場合を包含
する。
（８）本明細書において「実質的に直交」とは、光学的な２つの軸のなす角度が、９０°
±２°である場合を包含し、好ましくは９０°±１°である。「実質的に平行」とは、光
学的な２つの軸のなす角度が、０°±２°である場合を包含し、好ましくは０°±１°で
ある。
（９）本明細書において、例えば、添え字の「１」は第１の保護層を表し、添え字の「２
」は第２の保護層を表す。
【００２６】
＜Ａ．偏光板の概要＞
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　図１は、本発明の偏光板の概略断面図である。この偏光板５０は、偏光子１０と、偏光
子１０の一方の側に配置された第１の保護層２１と、偏光子１０の他方の側に配置された
第２の保護層２２とを備える。上記第１の保護層２１は、入射する光を直交する２つの偏
光成分に分離し、一方の偏光成分を透過させ、他方の偏光成分を、反射させる機能を有す
る。
【００２７】
　上記偏光板の厚みは、好ましくは１０μｍ～５００μｍであり、さらに好ましくは３０
μｍ～３００μｍである。
【００２８】
　実用的には、上記偏光板５０の各構成部材の間には、任意の接着層が設けられ得る。上
記「接着層」とは、隣り合う部材との面と面とを接合し、実用上十分な接着力と接着時間
で一体化させるものをいう。上記接着層を形成する材料としては、例えば、接着剤、粘着
剤、アンカーコート剤が挙げられる。上記接着層は、被着体の表面にアンカーコート剤が
形成され、その上に接着剤層又は粘着剤層が形成されたような多層構造であってもよい。
また、肉眼的に認知できないような薄い層（ヘアーラインともいう）であってもよい。
【００２９】
　図２は、好ましい実施形態における本発明の偏光板の概略斜視図である。第１の保護層
２１は、分離された直交する２つの偏光成分のうち、一方の偏光成分を透過させる軸方向
（透過軸方向４）と、他方の偏光成分を反射させる軸方向（反射軸方向３）とを有する。
偏光子１０は、吸収軸方向１と透過軸方向２とを有する。第２の保護層は、遅相軸方向２
２を有する。偏光子１０の透過軸方向２と、第１の保護層２１の透過軸方向４とは、実質
的に平行である。図示例では、偏光子１０の吸収軸方向１と、第２の保護層２２の遅相軸
方向５とが、実質的に直交である場合を示しているが、これは、実質的に平行であっても
よいし、直交でも平行でもない関係であってもよい。以下、本発明の構成部材の詳細につ
いて説明するが、本発明は、下記の特定の実施形態のみに限定されるものではない。
【００３０】
＜Ｂ．偏光子＞
　本発明に用いられる偏光子は、任意の適切なものが選択され得る。好ましくは、上記偏
光子は、入射する光を直交する２つの偏光成分に分離し、一方の偏光成分を透過させ、他
方の偏光成分を、吸収する機能を有する。
【００３１】
　上記偏光子の透過率（Ｔ）は、好ましくは４０％～４５％であり、さらに好ましくは４
１％～４５％である。上記偏光子の偏光度（Ｐ）は、好ましくは９９％以上であり、さら
に好ましくは９９．５％以上である。Ｔ及びＰを、上記範囲にすることによって、より一
層、コントラスト比が高い液晶表示装置を得ることができる。
【００３２】
　上記透過率（Ｔ）及び偏光度（Ｐ）は、分光光度計［村上色彩技術研究所（株）製　製
品名「ＤＯＴ－３」］を用いて測定することができる。上記偏光度の具体的な測定方法と
しては、上記偏光板の平行透過率（Ｈ0）及び直交透過率（Ｈ90）を測定し、式：偏光度
（％）＝｛（Ｈ0－Ｈ90）／（Ｈ0＋Ｈ90）｝1/2×１００より求めることができる。上記
平行透過率（Ｈ0）は、同じ偏光板２枚を互いの吸収軸が平行となるように重ね合わせて
作製した平行型積層偏光板の透過率の値である。また、上記直交透過率（Ｈ90）は、同じ
偏光板２枚を互いの吸収軸が直交するように重ね合わせて作製した直交型積層偏光板の透
過率の値である。なお、これらの透過率は、ＪｌＳ　Ｚ　８７０１－１９９５の２度視野
に基づく、三刺激値のＹ値である。
【００３３】
　１つの実施形態において、上記偏光子は、二色性色素を含有するポリビニルアルコール
系樹脂の延伸フィルムである。本明細書において「二色性色素」とは、色素分子の長軸方
向の遷移モーメントが、短軸方向に比べて大きい、または短軸方向の遷移モーメントが、
長軸方向に比べて大きい色素をいう。
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【００３４】
　上記の延伸フィルムは、例えば、特開２００４－３４１５１５号に記載されているよう
に、ポリビニルアルコール系樹脂を主成分とする高分子フィルムを、膨潤させた後、二色
性色素に染色しながら、元長の４倍～６倍に延伸することによって得ることができる。
【００３５】
　上記二色性色素を含有するポリビニルアルコール系樹脂の延伸フィルムの厚みは、好ま
しくは１０μｍ～１００μｍであり、さらに好ましくは１０μｍ～５０μｍである。
【００３６】
　上記二色性色素としては、ヨウ素や、ニ色性染料等が挙げられる。上記二色性染料とし
ては、例えば、レッドＢＲ、レッドＬＲ、レッドＲ、ピンクＬＢ、ルビンＢＬ、ボルドー
ＧＳ、スカイブルーＬＧ、レモンエロー、ブルーＢＲ、ブルー２Ｒ、ネイビーＲＹ、グリ
ーンＬＧ、バイオレットＬＢ、バイオレットＢ、ブラックＨ、ブラックＢ、ブラックＧＳ
Ｐ、エロー３Ｇ、エローＲ、オレンジＬＲ、オレンジ３Ｒ、スカーレットＧＬ、スカーレ
ットＫＧＬ、コンゴーレッド、ブリリアントバイオレットＢＫ、スプラブルーＧ、スプラ
ブルーＧＬ、スプラオレンジＧＬ、ダイレクトスカイブルー、ダイレクトファーストオレ
ンジＳおよびファーストブラック等が挙げられる。
【００３７】
　上記二色性染料の含有量は、好ましくは１重量％～１０重量％である。上記二色性染料
が、ヨウ素である場合、そのヨウ素含有量は、好ましくは１．５重量％～５．０重量％で
ある。偏光子のヨウ素含有量を上記範囲とすることによって、好ましい範囲の透過率と、
偏光度が得られ得る。
【００３８】
　好ましくは、二色性色素を含有するポリビニルアルコール系樹脂の延伸フィルムは、カ
リウム及び／又はホウ素をさらに含有する。上記カリウム含有量は、好ましくは０．２重
量％～１．０重量％である。上記ホウ素含有量は、好ましくは０．５重量％～３．０重量
％である。カリウム含有量及びホウ素含有量を上記範囲とすることによって、好ましい範
囲の透過率と、偏光度が高い偏光板を得ることができる。
【００３９】
　上記ポリビニルアルコール系樹脂は、ビニルエステル系モノマーを重合して得られるビ
ニルエステル系重合体をケン化することによって得ることができる。上記ポリビニルアル
コール系樹脂のケン化度は、好ましくは９５．０モル％～９９．９モル％である。上記ケ
ン化度は、ＪＩＳ　Ｋ　６７２６－１９９４に準じて求めることができる。ケン化度が上
記範囲であるポリビニルアルコール系樹脂を用いることによって、耐久性に優れた偏光子
が得られ得る。
【００４０】
　別の実施形態において、上記偏光子は、配向させたリオトロピック液晶の固化層又は硬
化層である。本明細書において「リオトロピック液晶」とは、温度や溶質（液晶化合物）
の濃度を変化させることにより、等方相－液晶相の相転移を起こすものをいう。「固化層
」は、軟化、溶融又は溶液状態の液晶性組成物を冷却して固まった状態のものをいい、「
硬化層」は、液晶性組成物の一部又は全部が、熱、触媒、光及び／又は放射線により架橋
されて、不溶不融又は難溶難融の状態となったものをいう。
【００４１】
　上記の配向させたリオトロピック液晶の固化層又は硬化層は、吸収二色性に優れるため
、厚みを薄くすることができる。上記固化層又は硬化層の厚みは、好ましくは０．１μｍ
～１０μｍであり、さらに好ましくは０．１μｍ～５μｍである。
【００４２】
　上記の配向させたリオトロピック液晶の固化層又は硬化層は、例えば、リオトロピック
液晶と溶媒（例えば、水）とを混合し、ネマチック液晶相を示す溶液を調整し、該溶液を
基材の表面に流延し、乾燥させて得ることができる。
【００４３】
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　上記溶液の濃度は、用いるリオトロピック液晶の種類によって、液晶相を示す範囲に適
宜、調整され得る。上記溶液のリオトロピック液晶の濃度は、好ましくは５重量％～４０
重量％である。
【００４４】
　上記リオトロピック液晶が、溶液状態において示す液晶相としては、ネマチック液晶相
、スメクチック液晶相、コレステリック液晶相などが挙げられる。好ましくは、ネマチッ
ク液晶相である。なお、これらの液晶相は、偏光顕微鏡で観察される液晶相の光学模様に
よって、確認、識別することができる。
【００４５】
　上記リオトロピック液晶は、好ましくは、波長４００ｎｍ～７８０ｎｍのいずれかの波
長の光を吸収するものである。上記二色性色素は、化学構造による分類によれば、例えば
、アゾ系色素、アントラキノン系色素、ペリレン系色素、インダンスロン系色素、イミダ
ゾール系色素、インジゴイド系色素、オキサジン系色素、フタロシアニン系色素、トリフ
ェニルメタン系色素、ピラゾロン系色素、スチルベン系色素、ジフェニルメタン系色素、
ナフトキノン系色素、メトシアニン系色素、キノフタロン系色素、キサンテン系色素、ア
リザリン系色素、アクリジン系色素、キノンイミン系色素、チアゾール系色素、メチン系
色素、ニトロ系色素、ニトロソ系色素などが挙げられる。本発明においては、黒色の偏光
子を得るために、異なる吸収スペクトルを有する複数の二色性色素を混合して用いること
が好ましい。
【００４６】
　好ましくは、上記リオトロピック液晶は、アゾ系色素、アントラキノン系色素、ペリレ
ン系色素、インダンスロン系色素、イミダゾール系色素、又はそれらの混合物を含む。こ
のような化合物は、液晶相を発現するために必要な剛直性と異方性を有し、溶液中で、安
定な液晶相を示し、且つ、波長４００ｎｍ～７８０ｎｍの広範囲の波長領域で光を吸収す
る。
【００４７】
　好ましくは、上記リオトロピック液晶は、－ＳＯ3Ｍ基及び／又は－ＣＯＯＭ基を含む
多環式化合物である（ここで、Ｍは、対イオンを表す）。特に好ましくは、水への溶解性
を向上させるために、－ＳＯ3Ｍ基を含む多環式化合物である。上記の多環式化合物は、
－ＳＯ3Ｍ基及び／又は－ＣＯＯＭ基を含むことによって、溶液中で、秩序性が高い会合
体を形成し易くなる、このために、かかる溶液から形成されたフィルムも高い配向性を示
し、結果として、光学特性に優れる偏光子を得ることができる。
【００４８】
　上記Ｍは、対イオンであり、好ましくは、水素原子、アルカリ金属原子、アルカリ土類
金属原子、金属イオン、又は置換若しくは無置換のアンモニウムイオンである。上記金属
イオンとしては、例えば、Ｎｉ2+、Ｆｅ3+、Ｃｕ2+、Ａｇ+、Ｚｎ2+、Ａｌ3+、Ｐｄ2+、
Ｃｄ2+、Ｓｎ2+、Ｃｏ2+、Ｍｎ2+、Ｃｅ3+等が挙げられる。例えば、偏光子が水溶液から
形成される場合、上記Ｍは、当初、水への溶解性を向上させる基を選択しておき、成膜後
は、偏光子の耐水性を高めるために、水に不溶性又は難溶性の基に置換することもできる
。
【００４９】
　上記の多環式化合物を用いれば、塗布方向と実質的に平行に透過軸を有する偏光子を作
製することができる。このような偏光子は、延伸方向と実質的に平行に透過軸方向を有す
る第１の保護層と、ロール・トゥ・ロールで貼着することができるため、偏光板の生産性
を大幅に向上させることができる。
【００５０】
　上記多環式化合物へのスルホン基の導入方法（スルホン化）は、例えば、有機化合物に
、硫酸、クロロスルホン酸、又は発煙硫酸を作用させて、核の水素をスルホン基に置換す
る方法が挙げられる。上記有機化合物の塩は、酸の解離できる水素原子を、例えば、リチ
ウムイオン、ナトリウムイオン、カリウムイオン、セシウムイオン、アンモニウムイオン
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などの１価のカチオンで置換されたものである。
【００５１】
　上記リオトロピック液晶は、これらの他に、例えば、特開２００６－０４７９６６号公
報、特開２００５－２５５８４６号公報、特開２００５－１５４７４６号公報、特開２０
０２－０９０５２６号公報、特表平８－５１１１０９号公報、特表２００４－５２８６０
３号公報、特表２００４－５２８６０３号公報、特表２００４－５２８６０３号公報など
に記載の化合物が用いられ得る。
【００５２】
＜Ｃ．第１の保護層＞
　本発明に用いられる第１の保護層は、入射する光を直交する２つの偏光成分に分離し、
一方の偏光成分を透過させ、他方の偏光成分を反射させる機能を有する。また、上記第１
の保護層は、偏光子が収縮や膨張することを防ぐことができる。第１の保護層は、分離さ
れた直交する２つの偏光成分のうち、一方の偏光成分を透過させる軸方向（透過軸方向）
と、他方の偏光成分を反射させる軸方向（反射軸方向）とを有する。
【００５３】
　上記第１の保護層は、液晶表示装置に白画像を表示した場合に、輝度（白輝度）を向上
させるために用いられる。従来の偏光板は、輝度向上フィルムを用いることによって、白
輝度を増加させることはできるが、それと同時に黒画像を表示した場合の輝度（黒輝度）
が増加してしまい、結果として、高い正面方向のコントラスト比が得られないという問題
があった。本発明の構成の偏光板であれば、白輝度を増加させる一方で、黒輝度の増加を
最小限度に抑えることができるので、高い正面方向のコントラスト比を得ることができる
。
【００５４】
　上記第１の保護層の、波長５９０ｎｍにおける反射軸方向の反射率（Ｒ1x［５９０］）
は、好ましくは６０％以上であり、さらに好ましくは７０％以上である。上記第１の保護
層の、透過軸方向の反射率（Ｒ1y［５９０］）は、好ましくは５０％未満であり、さらに
好ましくは３０％以下である。なお、反射軸方向及び透過軸の反射率は、積分球アクセサ
リと偏光子とを備える分光光度計を用いて、第１の保護層の反射軸方向及び透過軸方向を
、それぞれ入射光の偏光電界ベクトルと平行となるようにして、測定した値である。
【００５５】
　上記第１の保護層の、透過軸方向の透過率（Ｔ1y［５９０］）は、好ましくは６０％以
上であり、さらに好ましくは７０％以上である。上記第１の保護層の、反射軸方向の透過
率（Ｔ1x［５９０］）は、好ましくは５０％未満であり、さらに好ましくは３０％以下で
ある。なお、透過軸方向及び反射軸の透過率は、積分球アクセサリと偏光子とを備える分
光光度計を用いて、第１の保護層の透過軸方向及び反射軸方向を、それぞれ入射光の偏光
電界ベクトルと平行となるようにして、測定した値である。
【００５６】
　上記第１の保護層は、好ましくは、接着層を介して、上記偏光子に接着される。好まし
くは、上記偏光子の透過軸方向と、第１の保護層の透過軸方向とは、実質的に平行である
。すなわち、上記偏光子の吸収軸方向と、第１の保護層の透過軸方向とは、実質的に直交
である。

　好ましくは、上記第１の保護層は、熱可塑性樹脂層（Ａ）と熱可塑性樹脂層（Ｂ）とを
含む積層体である。代表的には、上記第１の保護層は、熱可塑性樹脂層（Ａ）と熱可塑性
樹脂層（Ｂ）とを交互に並べたもの（ＡＢＡＢＡＢ・・・）である。上記第１の保護層を
構成する層の数は、好ましくは１０層～９００層であり、さらに好ましくは５０層～７０
０層である。上記第１の保護層の総厚みは、好ましくは２０μｍ～８００μｍである。
【００５７】
　好ましくは、上記熱可塑性樹脂層（Ａ）は、光学的に異方性を示す。上記熱可塑性樹脂
（Ａ）の面内の複屈折率（ΔｎA）は、好ましくは０．０５以上であり、さらに好ましく
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は、０．１以上であり、特に好ましくは０．１５以上である。光学的な均一性の観点から
、上記ΔｎAの上限値は、好ましくは０．２である。ここで、上記ΔｎAは、遅相軸方向の
屈折率（ｎｘA）と進相軸方向の屈折率（ｎｙA）との差（ｎｘA－ｎｙA）を表す。
【００５８】
　上記熱可塑性樹脂層（Ｂ）は、好ましくは、光学的に等方性を示す。上記熱可塑性樹脂
（Ｂ）の面内の複屈折率（ΔｎB）は、好ましくは５×１０-4以下であり、１×１０-4以
下であり、特に好ましくは０．５×１０-4以下である。上記ΔｎBの下限値は、好ましく
は０．０１×１０-4である。ここで、上記ΔｎBは、ｎｘB（遅相軸方向の屈折率）とｎｙ

B（進相軸方向の屈折率）との差（ｎｘB－ｎｙB）を表す。
【００５９】
　上記熱可塑性樹脂層（Ａ）のｎｙAと上記熱可塑性樹脂層（Ｂ）のｎｙBとは、好ましく
は、実質的に同一である。ｎｙAとｎｙBとの差の絶対値は、好ましくは５×１０-4以下で
あり、１×１０-4以下であり、特に好ましくは０．５×１０-4以下である。このような光
学特性を有する第１の保護層は、偏光成分を反射させる機能に優れる。なお、上記熱可塑
性樹脂層（Ｂ）が、完全に等方性である場合は、上記ｎｙBとは、ｎｙAと同一方向の屈折
率を表す。
【００６０】
　上記の第１の保護層は、例えば、特表２０００－５０６９８９号に記載されているよう
に、２種類の樹脂を共押出し、その押出フィルムを延伸して作製される。このような方法
によれば、熱可塑性樹脂層（Ａ）が光学的に異方性を示し、延伸方向と実質的に平行に遅
相軸が発現する。そして、延伸条件と適宜、設定することにより、上記熱可塑性樹脂層（
Ａ）のｎｙAと上記熱可塑性樹脂層（Ｂ）のｎｙBとを実質的に同一とすることができる。
結果として、延伸方向に対して平行に、反射軸を有する層を作製することができる。
【００６１】
　上記熱可塑性樹脂層（Ａ）を形成する樹脂としては、任意の適切なものが選択され得る
。上記熱可塑性樹脂層（Ａ）は、好ましくは、ポリエチレンテレフタレート系樹脂、ポリ
トリメチレンテレフタレート系樹脂、ポリブチレンテレフタレート系樹脂、ポリエチレン
ナフタレート系樹脂、ポリブチレンナフタレート系樹脂、又はこれらの混合物を含む。こ
れらの樹脂は、延伸による複屈折の発現性に優れ、延伸後の複屈折の安定性に優れる。
【００６２】
　上記熱可塑性樹脂層（Ｂ）としては、任意の適切なものが選択され得る。上記熱可塑性
樹脂層（Ｂ）は、好ましくは、ポリスチレン系樹脂、ポリメチルメタクリレート系樹脂、
ポリスチレングリシジルメタクリレート系樹脂、又はこれらの混合物を含む。上記の樹脂
は、屈折率を高めるために、塩素、臭素及びヨウ素などのハロゲン基が導入されていても
よい。あるいは、上記の樹脂は、屈折率を調整するために、任意の添加剤を含有し得る。
【００６３】
　上記第１の保護層は、市販の輝度向上フィルムものをそのまま用いることができる。市
販の輝度向上フィルムとしては、例えば、住友スリーエム（株）製　ビキュイティＤＢＥ
Ｆシリーズ等が挙げられる。
【００６４】
＜Ｄ．第２の保護層＞
　本発明に用いられる第２の保護層は、上記偏光子の第１の保護層が配置される側とは反
対側に配置される。上記第２の保護層は、上記偏光子が収縮や膨張することを防ぐことが
できる。上記第２の保護層は、好ましくは、接着層を介して、上記偏光子に接着される。
【００６５】
　上記第２の保護層は、単層であってもよいし、複数の層からなる積層体であってもよい
。上記第２の保護層の厚みは、好ましくは１０μｍ～２００μｍである。上記第２の保護
層の波長５９０ｎｍにおける透過率（Ｔ2［５９０］）は、好ましくは９０％以上である
。
【００６６】
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　上記第２の保護層の面内及び厚み方向の位相差値は、目的に応じて、適宜、設定され得
る。上記第２の保護層の、波長５９０ｎｍにおける面内の位相差値（Ｒｅ2［５９０］）
は、好ましくは１０ｎｍ～４００ｎｍであり、さらに好ましくは４０ｎｍ～４００ｎｍで
ある。上記第２の保護層の、波長５９０ｎｍにおける厚み方向の位相差値（Ｒｔｈ2［５
９０］）は、好ましくは１０ｎｍ～８００ｎｍであり、さらに好ましくは４０ｎｍ～８０
０ｎｍである。上記のように、第２の保護層に位相差を付与することによって、本発明の
偏光板を液晶表示装置に用いた場合、正面方向だけでなく、斜め方向も高いコントラスト
比を得ることができる。なお、上記第２の保護層は、目的によっては、等方性であっても
よい。
【００６７】
　好ましくは、上記第２の保護層の遅相軸方向は、上記偏光子の吸収軸方向と実質的に平
行又は直交である。このような光学軸の位置関係を有する偏光板は、ノーマリーブラック
方式の液晶表示装置に好ましく用いられる。
【００６８】
　１つの実施形態において、本発明の偏光板が、バーティカルアライメントモードのよう
なホメオトロピック配向した液晶層を備える液晶セルに用いられる場合、上記第２の保護
層の屈折率楕円体は、好ましくは、ｎｘ≧ｎｙ＞ｎｚの関係を満足する。この場合、該第
２の保護層の遅相軸方向は、好ましくは、隣接する偏光子の吸収軸方向と、実質的に直交
である。別の実施形態において、本発明の偏光板が、インプレーンスイッチングモードの
ようなホモジニアス配向した液晶層を備える液晶セルに用いられる場合、上記第２の保護
層の屈折率楕円体は、好ましくは、ｎｘ≧ｎｚ＞ｎｙの関係を満足する。この場合、該第
２の保護層の遅相軸方向は、好ましくは、隣接する偏光子の吸収軸方向と、実質的に直交
である。
【００６９】
　上記第２の保護層を形成する材料としては、任意の適切なものが選択され得る。好まし
くは、上記第２の保護層は、セルロース系樹脂、ノルボルネン系樹脂、ポリイミド系樹脂
、ポリエステル系樹脂、及びアクリル系樹脂からなる群から選択される、少なくとも１種
の樹脂を含有する。本明細書において「樹脂」は、１種類のモノマーから得られる単独重
合体であってもよいし、２種類以上のモノマーから得られる共重合体であってもよい。上
記第２の保護層は、上記の樹脂を、全固形分１００重要部に対して、好ましくは６０重量
部～１００重量部含有する。
【００７０】
　上記セルロース系樹脂は、例えば、特開平７－１１２４４６号公報に記載の方法によっ
て得ることができる。上記ノルボルネン系樹脂は、例えば、特開２００１－３５００１７
号公報に記載の方法によって得ることができる。上記ポリイミド系樹脂は、米国特許第５
，３４４，９１６号に記載の方法によって得ることができる。上記ポリエステル系樹脂は
、例えば、米国特許第６，９６４，７９５号に記載の方法によって得ることができる。上
記アクリル系樹脂は、例えば、特開２００４－１９８９５２号公報に記載の方法によって
得ることができる。
【００７１】
　上記第２の保護層を形成する方法としては、任意の適切な成形加工法が採用され得る。
成形加工法としては、例えば、圧縮成形法、トランスファー成形法、射出成形法、押出成
形法、ブロー成形法、粉末成形法、ＦＲＰ成形法、およびソルベントキャスティング法等
が挙げられる。
【００７２】
　上記第２の保護層は、市販のフィルムをそのまま用いることができる。あるいは、市販
のフィルムに延伸処理及び／又は収縮処理などの２次的加工を施したものを用いることが
できる。市販のフィルムは、例えば、富士写真フィルム（株）製　フジタックシリーズ（
商品名；ＺＲＦ８０Ｓ，ＴＤ８０ＵＦ，ＴＤＹ－８０ＵＬ）、コニカミノルタオプト（株
）製　商品名「ＫＣ８ＵＸ２Ｍ」、オプテス（株）製　ゼオノアシリーズ、ＪＳＲ（株）
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製　アートンシリーズ等が挙げられる。
【００７３】
＜Ｅ．製法＞
　本発明の偏光板の製造方法としては、任意の適切な方法が選択され得る。１つの実施形
態において、本発明の偏光板は、以下の工程Ａ1～工程Ｄ1を含む製造方法により、作製さ
れることが好ましい。
　工程Ａ1：リオトロピック液晶と溶媒とを含有し、液晶性を示す溶液を調製する工程、
　工程Ｂ1：上記工程Ａ1で調整した溶液を、長尺状の基材の表面に一方向に塗布して、リ
オトロピック液晶の固化層又は硬化層を形成する工程、
　工程Ｃ1：熱可塑性樹脂層（Ａ）と熱可塑性樹脂層（Ｂ）とを含む混合樹脂を長尺状の
フィルムに成形し、該フィルムを、透過軸が長手方向に発現するように延伸する工程、
　工程Ｄ1：上記工程Ｂ1で得られた長尺状の基材と、工程Ｃ1で得られた長尺状のフィル
ムを、上記リオトロピック液晶の固化層又は硬化層が、該基材と該フィルムに挟持される
ように、且つ、長手方向が一致するように積層する工程。
【００７４】
　このような製法であれば、長手方向に透過軸と有する偏光子と、長手方向に透過軸を有
する第１の保護層とを、ロール・トゥ・ロールで貼着することができるため、偏光板の生
産性を大幅に向上させることができる。
【００７５】
　別の実施形態において、本発明の偏光板は、以下の工程Ａ2～工程Ｃ2を含む製造方法に
より、作製されることが好ましい。
　工程Ａ2：二色性色素を含有するポリビニルアルコール系樹脂の長尺状のフィルムを長
手方向に延伸する工程、
　工程Ｂ2：熱可塑性樹脂層（Ａ）と熱可塑性樹脂層（Ｂ）とを含む混合樹脂を長尺状の
フィルムに成形し、該フィルムを、透過軸が幅方向に発現するように延伸する工程、
　工程Ｃ2： 上記工程Ａ2で得られた長尺状のフィルムと、工程Ｂ2で得られた長尺状のフ
ィルムを、長手方向が一致するように積層する工程。
【００７６】
　このような製法であれば、幅方向に透過軸と有する偏光子と、幅方向に透過軸を有する
第１の保護層とを、ロール・トゥ・ロールで貼着することができるため、偏光板の生産性
を大幅に向上させることができる。
【００７７】
＜Ｆ．他の層＞
　本発明の偏光板は、任意の構成部材をさらに含んでいてもよい。図１を参照すると、第
２の保護層２２の偏光子１０を備える側とは反対側、或いは第２の保護層２１の偏光子１
０を備える側とは反対側には、任意の部材が配置され得る。
【００７８】
　１つの実施形態において、第２の保護層２２の、偏光子１０を備える側とは反対側に、
接着層をさらに備える。上記接着層は、例えば、液晶表示装置に用いる場合、第２の保護
層が液晶セルに対向するように、液晶セルの表面に貼着するために用いられる。
【００７９】
　上記接着層は、特に制限はないが、好ましくは、粘着剤層を備える。一般的に、液晶表
示装置は、出荷前に検査が行われる。このとき、偏光板自体に欠陥があったり、偏光板と
液晶セルとの間に異物が混入していたりする場合、液晶セルを再利用するために、当該偏
光板は剥離される（リワークともいう）。上記粘着剤層は、リワークが可能なように、接
着性と剥離性に優れるものが好ましい。
【００８０】
　好ましくは、粘着剤層は、（メタ）アクリレート系（コ）ポリマーと、イソシアネート
基を有する化合物を主成分とする架橋剤と、シランカップリング剤とを少なくとも配合し
た組成物を架橋させて得られ得る粘着剤を含む。
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【００８１】
　別の実施形態において、第２の保護層２２の、偏光子１０を備える側とは反対側に、位
相差層をさらに備える。例えば、本発明の偏光板を液晶表示装置に用いる場合、上記位相
差層の屈折率楕円体は、液晶表示装置に搭載される液晶セルの屈折率楕円体によって、適
宜、設定される。例えば、本発明の偏光板が、バーティカルアライメントモードのような
液晶セル（屈折率楕円体がｎｚ＞ｎｘ＝ｎｙの関係を示すもの）に用いられる場合、上記
位相差層の屈折率楕円体は、好ましくは、ｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚの関係を満足する（すなわち
、当該位相差層は、ネガティブＣプレートである）。あるいは、ヘンドネマチックモード
やツイスティッドネマチックモードのような液晶セル（液晶セル中、液晶分子の配向方向
が厚み方向に段階的に変化するもの）に用いられる場合、上記位相差層は、好ましくは、
ポジティブＯプレート又はネガティブＯプレートである。
【００８２】
＜Ｇ．液晶表示装置＞
　本発明の偏光板は、好ましくは液晶表示装置に用いられる。この液晶表示装置の用途は
、例えば、パソコンモニター，ノートパソコン，コピー機などのＯＡ機器、携帯電話，時
計，デジタルカメラ，携帯情報端末（ＰＤＡ），携帯ゲーム機などの携帯機器、ビデオカ
メラ，テレビ，電子レンジなどの家庭用電気機器、バックモニター，カーナビゲーション
システム用モニター，カーオーディオなどの車載用機器、商業店舗用インフォメーション
用モニターなどの展示機器、監視用モニターなどの警備機器、介護用モニター，医療用モ
ニターなどの介護・医療機器等である。
【００８３】
　好ましくは、本発明の液晶表示装置の用途は、テレビである。上記テレビの画面サイズ
は、好ましくはワイド１７型（３７３ｍｍ×２２４ｍｍ）以上であり、さらに好ましくは
ワイド２３型（４９９ｍｍ×３００ｍｍ）以上であり、特に好ましくはワイド３２型（６
８７ｍｍ×４１２ｍｍ）以上である。
【実施例】
【００８４】
　本発明について、以上の実施例及び比較例を用いて更に説明する。なお、本発明は、こ
れらの実施例のみに限定されるものではない。なお、実施例で用いた各分析方法は、以下
の通りである。
（１）偏光子の透過率、偏光度：
　分光光度計［村上色彩技術研究所（株）製　製品名「ＤＯＴ－３」］を用いて測定した
。透過率（Ｔ）は、ＪｌＳ　Ｚ　８７０１－１９８２の２度視野（Ｃ光源）により、視感
度補正を行ったＹ値である。
（２）二色比（ＤＲ）の測定方法：
　積分球付き分光光度計［（株）日立製作所製　製品名「Ｕ－４１００」］を用いて、グ
ラントムソンプリズム偏光子を通して得られた完全偏光を１００％として、各直線偏光に
対する透過率；ｋ1及びｋ2を求めた。単体透過率（Ｔｓ）は、式；Ｔｓ＝（ｋ1＋ｋ2）／
２より算出した。二色比（ＤＲ）は、式；ＤＲ＝ｌｏｇ（１／ｋ2）／ｌｏｇ（１／ｋ1）
により算出した。ここで、ｋ1は、最大透過率方向の直線偏光の透過率を表し、ｋ2は、最
大透過率方向に直交する方向の直線偏光の透過率を表す。
（６）厚みの測定方法：
　厚みが１０μｍ未満の場合、薄膜用分光光度計［大塚電子（株）製　製品名「瞬間マル
チ測光システム　ＭＣＰＤ－２０００」］を用いて測定した。厚みが１０μｍ以上の場合
、アンリツ製デジタルマイクロメーター「ＫＣ－３５１Ｃ型」を使用して測定した。
（３）位相差値（Ｒｅ［λ］、Ｒｔｈ［λ］）、Ｎｚ係数、Ｔ［５９０］の測定方法：
　王子計測機器（株）製　商品名「ＫＯＢＲＡ２１－ＡＤＨ」を用いて、２３℃で測定し
た。なお、平均屈折率は、アッベ屈折率計［アタゴ（株）製　製品名「ＤＲ－Ｍ４」］を
用いて測定した値を用いた。
（８）光弾性係数の絶対値（Ｃ［５９０］）の測定方法：
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　分光エリプソメーター［日本分光（株）製　製品名「Ｍ－２２０」］を用いて、サンプ
ル（サイズ２ｃｍ×１０ｃｍ）の両端を挟持して応力（５～１５Ｎ）をかけながら、サン
プル中央の位相差値（２３℃／波長５９０ｎｍ）を測定し、応力と位相差値の関数の傾き
から算出した。
【００８５】
偏光子の作製
［参考例１］
　厚み７５μｍのポリビニルアルコールフィルム（クラレ（株）製　商品名「ＶＦ－ＰＳ
＃７５００」）を３０℃の純水で膨潤させた後、０．０３２重量部のヨウ素と、水１００
重量部に対し、０．２重量部のヨウ化カリウムとを含む水溶液中で、染色しながら、最終
的な延伸倍率がフィルム元長に対して、６．２倍となるように延伸した。この延伸フィル
ムを４０℃の空気循環式乾燥オーブン内で１分間乾燥させた。このようにして得られた偏
光子Ａは、厚み＝２５μｍ、透過率＝４２．６％、偏光度＝９９．９９％であった。
【００８６】
［参考例２］
　スルホン化されたペリレン系色素を含有する二色性色素（ＯＰＴＩＶＡ社製　商品名「
ＬＣポラライザー」）と、純水とを含み、上記二色性色素の濃度が１２．２重量％に調整
した水溶液を、バーコーターを用いて塗工し、自然乾燥させて、トリアセチルセルロース
フィルムの表面に偏光子を作製した。このようにして得られた偏光子Ｂは、厚み＝０．２
μｍ、単体透過率＝４２．１％、二色比（於６００ｎｍ）＝３５であった。なお、上記水
溶液は、偏光顕微鏡観察すると、２３℃でネマチック液晶相を示した。
【００８７】
第１の保護層の作製
［参考例３］
　ポリエチレンナフタレート７５重量％と、シンジオタクティックポリスチレン２５重量
％とを含む混合樹脂を、溶融押出法にて、厚み６００μｍのフィルムを成形した。ポリエ
ステルフィルム用幅出機を用いて、得られたフィルムを１３５℃で、幅方向に延伸した。
このようにして得られたフィルム（第１の保護層Ａ）は、幅方向に反射軸を、機械方向に
透過軸を有し、厚み＝４００μｍ、Ｒ1x［５９０］＝７３％であり、透過軸方向の反射率
（Ｒ1y［５９０］）は３５％であった。
【００８８】
第２の保護層の作製
［参考例４］
　厚み１００μｍのノルボルネン系樹脂を含有する高分子フィルム［（株）オプテス製　
商品名「ゼオノア　ＺＦ１４－１００」］を、テンター延伸機を用いて、固定端横一軸延
伸法（長手方向を固定し、幅方向に延伸する方法）により、１５０℃の空気循環式恒温オ
ーブン内で、２．７倍に延伸した。このようにして得られた位相差フィルム（第２の保護
層Ａ）は、屈折率楕円体がｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの関係を示し、厚み３５μｍ、Ｔ［５９０］
＝９１％、Ｒｅ［５９０］＝１２０ｎｍ、Ｒｔｈ［５９０］＝１６０ｎｍ、Ｎｚ係数＝１
．３３、Ｃ［５９０］＝５．１×１０-12ｍ2／Ｎであった。
【００８９】
位相差層の作製
［参考例５］
　上記ポリイミド粉末（６ＦＤＡ／ＴＦＭＢ）をメチルイソブチルケトンに溶解し、１５
重量％のポリイミド溶液を調製した。このポリイミド溶液を、厚み８０μｍのトリアセチ
ルセルロースフィルム［富士写真フィルム（株）製　商品名「ＴＤ８０ＵＦ」］の表面に
、スロットダイコーターにてシート状に均一に流延した。次に、該フィルムを多室型の空
気循環式乾燥オーブン内へ投入し、８０℃で２分間、１３５℃で５分間、１５０℃で１０
分間、乾燥し、最後にトリアセチルセルロースフィルムを剥離した。このようにして得ら
れた、ポリイミド層（位相差層Ａ）は、屈折率楕円体がｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚの関係を示し、
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厚み＝５μｍ、Ｔ［５９０］＝９０％、Ｒｅ［５９０］＝１ｎｍ、Ｒｔｈ［５９０］＝２
１０ｎｍであった。
【００９０】
偏光板の作製
［実施例１］
　参考例１で作製した偏光子Ａの一方の側に、ポリビニルアルコール系樹脂［日本合成化
学工業（株）製　商品名「ゴーセファイマーＺ２００」］を含む水溶性接着剤と介して、
参考例３で得られた第１の保護層Ａを、その透過軸方向が、該偏光子Ａの透過軸方向と実
質的に平行となるように、貼着した。次に、上記偏光子Ａの他方の側に、上記水溶性接着
剤と介して、参考例４で作製した第２の保護層Ａを、その遅相軸方向が、該偏光子Ａの吸
収軸方向と実質的に直交するように、貼着した。次に、この第２の保護層Ａの上記偏光子
Ａを備える側とは反対側に、アクリル系粘着剤を介して、参考例５で得られた位相差層Ａ
を、貼着した。このようにして得られた偏光板は、液晶表示装置に用いた場合、従来の偏
光板に比べて、高いコントラスト比を示した。
【産業上の利用可能性】
【００９１】
　以上のように、本発明の偏光板は、液晶表示装置に用いた場合に、コントラスト比を高
くできるため、例えば、液晶テレビやパソコンモニター、携帯電話の表示特性の向上に極
めて有用である。
【図面の簡単な説明】
【００９２】
【図１】好ましい実施形態における本発明の偏光板の概略断面図である。
【図２】好ましい実施形態における本発明の偏光板の概略斜視図である。
【符号の説明】
【００９３】
　１　吸収軸方向
　２　透過軸方向
　３　反射軸方向
　４　透過軸方向
　５　遅相軸方向
　１０　偏光子
　２１　第１の保護層
　２２　第２の保護層
　５０　偏光板
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